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第２ 事業の状況 

１．業績等の概要 

以下、平成 21 年度及び平成 22 年度の各勘定別の損益状況等について記載しております。 

 

(1) 一般勘定 

一般勘定は、福祉医療貸付事業、福祉医療経営指導事業、福祉保健医療情報サービス事業、さらに平成 22

年 11 月 27 日をもって社会福祉振興助成事業に関する業務を統合したものです。 

   平成 22 年度の経常収益は福祉医療貸付金利息等の自己収入の他、運営費交付金収益や利子補給金収益、助

成費補助金等の国からの財源措置により 63,932 百万円、経常費用は財政融資資金の借入れにかかる支払利息

等により 63,910 百万円となっております。また、臨時損失として国庫納付金を 2,480 百万円計上したことに

より、当期損失は 2,456 百万円となっております。 

   これまで、一般勘定においては、福祉医療貸付事業にかかる直接的な経費（借入金利息等）と貸付金利息

収入との損益差に対して、国から利子補給金が措置され、その他の事務的経費や人件費等の間接的な経費に

対しては、運営費交付金が措置されており、決算において利子補給金又は運営費交付金に残余が生じた場合

であっても当期利益が発生しない仕組みとなっておりましたが、平成 22 年度においては長寿・子育て・障害

者基金勘定との統合に伴い受け入れた利益剰余金を臨時損失として国庫納付したこと等から、当期総損失が

生じております。 

また、平成 23 年度より、東日本大震災により被災した施設の復旧支援として貸付条件の優遇措置を講じて

いるため、これにより発生する逆ざや等については、平成 23 年度補正予算において措置された政府出資金（第

1次 100 億円、第 2次 40 億円及び第 3次 2 億円（第 3次補正予算の記載に関する留意点については、本説明

書 10 ページをご参照ください。））により財務基盤を強化し、損失に備えることとしております。 

 

○損益計算書の要旨                                      

 （単位：百万円） 

費用の部 収益の部 

科目 平成 21 年度 平成 22 年度 科目 平成 21 年度 平成 22 年度

経常費用 

 福祉医療貸付業務費 

 経営指導業務費 
福祉保健医療情報ｻｰﾋﾞｽ業務費 

社会福祉振興助成業務費 

 一般管理費 

67,104

65,031

292

1,009

-

771

63,910

61,899

293

695

222

800

経常収益 

 運営費交付金収益 

 福祉医療貸付事業収入 

 経営指導事業収入 
 福祉保健医療情報ｻｰﾋﾞｽ事業収入 
 補助金等収益 
 資産見返運営費交付金戻入 

 財務収益 

 雑益 

67,104 

3,162 

56,933 

45 

19 

6,680 

239 

13 

9 

63,932

2,852

54,939

48

26

5,715

227

83

39

臨時損失 

当期純利益（又は当期純損失） 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 

当期総利益（又は当期総損失） 

-

0

0

0

2,480

△2,458

2

△2,456

  

 

 

(2) 長寿・子育て・障害者基金勘定 

  平成 22 年度の経常収益は 5,461 百万円で、その殆どが基金事業運用収入（2,451 百万円）及び平成 22 年度か

ら新たに予算措置された国庫補助金収益（2,906 百万円）で占められております。 

  一方、経常費用は 3,128 百万円で、この殆どを社会福祉振興事業者に対する助成金等の支出（3,061 百万円）

で占めています。また、臨時損失として預託金払戻に伴う利息の精算額を 15 百万円計上しております。その結

果、当期総利益 2,325 百万円を計上しておりますが、平成 22 年 5 月 28 日に成立した独立行政法人通則法の一

部を改正する法律（平 22 年法律第 37 号）附則第 23 条に基づき、同法の施行日である平成 22 年 11 月 27 日を

もって長寿・子育て・障害者基金勘定は一般勘定に統合したことから、当該利益については平成 23 年度中に一

般勘定より国庫納付する予定です。 
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○損益計算書の要旨 

                                      （単位：百万円） 

費用の部 収益の部 

科目 平成 21 年度 平成 22 年度 科目 平成 21 年度 平成 22 年度

経常費用 

 社会福祉事業振興業務費 

 社会福祉振興助成業務費 

 一般管理費 

4,054 

3,936 

－ 

118 

3,128

－

3,061

67

経常収益 

 基金事業運用収入 

 補助金等収益 

財務収益 

 雑益 

4,239 

4,186 

- 

1 

52 

5,461

2,451

2,906

1

101

臨時損失 

当期純利益（又は当期純損失） 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 

当期総利益（又は当期総損失） 

- 

798 

10 

808 

15

2,316

8

2,325

臨時利益 

 

613 -

 

 

(3) 共済勘定 

  平成 22 年度の経常収益は 87,166 百万円であり、経常費用は 79,863 百万円となっております。また、法令に

基づく引当金等に係る臨時利益は 3,381 百万円、臨時損失は 10,684 百万円となっており、当期損益は 0となっ

ております。 
 

○損益計算書の要旨                                      （単位：百万円） 

費用の部 収益の部 

科目 平成 21 年度 平成 22 年度 科目 平成 21 年度 平成 22 年度

経常費用 

 退職手当共済業務費 

 一般管理費 

  

81,191 

81,075 

116 

 

79,863

79,755

107

経常収益 

 運営費交付金収益 

 退職手当共済事業収入 

 補助金等収益 

 資産見返運営費交付金戻入 

89,045 

570 

39,483 

48,966 

25 

87,166

558

41,764

44,818

24

臨時損失 

 

 

8,267 

 

 

10,684 臨時利益 413 3,381

 

 

(4) 保険勘定 

  平成 22 年度の経常収益は 22,061 百万円、経常費用は 21,202 百万円となっております。 
  また、臨時損失として心身障害者扶養保険責任準備金繰入を 2,322 百万円計上したことにより、当期総損失

は 1,463 百万円となっております。 
 

○損益計算書の要旨                                      （単位：百万円） 

費用の部 収益の部 

科目 平成 21 年度 平成 22 年度 科目 平成 21 年度 平成 22 年度

経常費用 

 心身障害者扶養保険業務費 

 一般管理費 

21,431 

21,395 

35 

21,202

21,167

34

経常収益 

 運営費交付金収益 

 心身障害者扶養保険事業収入

 資産見返運営費交付金戻入 

24,991 

98 

24,890 

2 

22,061

103

21,955

2

臨時損失 
当期純利益（又は当期純損失） 
当期総利益（又は当期総損失） 

1,959 

1,600 

1,600 

2,322

△1,463

△1,463

  

 

 

(5) 年金担保貸付勘定 

平成 22 年度の経常収益は、年金担保貸付金利息収入等により 3,601 百万円、経常費用は財政融資資金の借入

にかかる支払利息等により 3,795 百万円となっております。その結果、当期総損失 167 百万円を計上しており

ます。 
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○損益計算書の要旨                                      （単位：百万円） 

費用の部 収益の部 

科目 平成 21 年度 平成 22 年度 科目 平成 21 年度 平成 22 年度

経常費用 

 年金担保貸付業務費 

 一般管理費 

3,866 

3,800 

66 

3,795

3,711

84

経常収益 

 年金担保貸付事業収入 

 資産見返運営費交付金戻入 

 財務収益 

雑益 

4,206 

4,201 

2 

2 

0 

3,601

3,597

2

0

1

当期純利益（又は当期純損失） 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 

当期総利益（又は当期総損失） 

339 

41 

381 

△194

26

△167

  

 

 

(6) 労災年金担保貸付勘定 

平成 22 年度の経常収益は、労災年金担保貸付金利息収入等により 41 百万円、また、臨時利益として貸倒引

当金戻入益を 1百万円計上し、収益の部全体で 43 百万円となっております。 
一方、経常費用は業務委託費等により 41 百万円となっております。その結果、当期総利益 2百万円を計上し

ており、通則法第 44 条第 1項の規定に基づき積立金として整理しております。 
 

○損益計算書の要旨                                      （単位：百万円） 

費用の部 収益の部 

科目 平成 21 年度 平成 22 年度 科目 平成 21 年度 平成 22 年度

経常費用 

 労災年金担保貸付業務費 

 一般管理費 

39 

36 

2 

41

38

2

経常収益 

 労災年金担保貸付事業収入 

  

  

42 

41 

 

 

41

40

当期純利益（又は当期純損失） 

当期総利益（又は当期総損失） 
7 

7 

1

2

臨時利益 3 1

 

 

(7) 承継債権管理回収勘定 

平成 22 年度の経常収益は、年金住宅資金等貸付金利息収入等により 70,015 百万円計上しております。 
一方、経常費用は業務委託費等により 3,247 百万円となっております。また、臨時利益として退職給付引当

金戻入益を 60 百万円計上しております。その結果、当期総利益 66,827 百万円となっております。 
なお、この当期総利益については、当期未処分利益として、平成 21 年度と同様に通則法第 44 条第 1 項の規

定に基づき積立金に整理した上で取り崩し、平成 23 年 7月 8日に機構法附則第 5条の 2第 6から 8項及び同法

施行令附則第 5条の 2第 2から 6項の規定に基づき、その全額を国庫返納しています。 

 

 ○損益計算書の要旨                                  （単位：百万円） 

費用の部 収益の部 

科目 平成 21 年度 平成 22 年度 科目 平成 21 年度 平成 22 年度

経常費用 

 承継債権管理回収業務費 

 一般管理費 

 

4,298 

4,133 

164 

3,247

3,101

146

経常収益 

 承継債権管理回収業務収入 

 資産見返運営費交付金戻入 

 財務収益 

 雑益 

82,307 

80,737 

52 

1,514 

2 

70,015

69,137

52

821

3

当期純利益（又は当期純損失） 

当期総利益（又は当期総損失） 
78,008 

78,008 

66,827

66,827

臨時利益 - 60

 

 

(8) 承継教育資金貸付けあっせん勘定 

  承継教育資金貸付けあっせん業務は、「独立行政法人整理合理化計画」（平成 19 年 12 月 24 日閣議決定）に基

づき、平成 20 年度から休止しております。
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２．将来展望と対処すべき課題 

急速な少子・高齢化に伴う本格的な人口減少社会の到来の中で、国民一人ひとりが心豊かに安心して暮らす

ことができる社会を築くためには、支え合いの仕組みである社会保障の基盤を揺るぎないものにしていく必要

があります。このため、福祉医療の分野では、国及び地方公共団体において、社会福祉施設等の計画的整備、

質の高い効率的な医療を提供するための医療制度改革に即した医療提供体制の構築など、社会保障を支える福

祉医療の基盤づくりのための施策が進められています。 

 このような状況において、福祉の分野では 2015 年には「団塊の世代」がすべて 65 歳以上となり、2025 年に

は 75 歳以上の高齢者が現在の 1千万人から 2千万人に倍増することが見込まれるなど、高齢者の尊厳を支える

サービス基盤の整備が一層進展すると考えられ、特別養護老人ホームの個室・ユニットケアの推進や認知症高

齢者に対応した小規模・多機能型サービス拠点の整備、要介護状態になっても住み慣れた地域での生活を継続

してできるような地域密着型サービス拠点の整備、障害者の自立支援に配慮したサービス基盤の整備などが重

要な政策課題となっていきます。 

 また、医療の分野においても主要な疾病・病態ごとに各地域において医療機関の連携を取り、それぞれの機

能を担う医療機関を具体的に医療計画に定めることとしたところであり、各地域のニーズにあった医療機関の

必要性の程度に応じた療養病床の再編成が進展すると考えられ、産科や小児科、救急医療などの拠点病院の整

備、医療機関相互の連携や急性期から回復期、慢性期、在宅療養へと至る医療の各段階や疾病に応じた医療機

関の整備・配置、療養病床の老人保健施設等への転換などが重要な政策課題となっていきます。 

 また、先進的、独創的な民間福祉活動や地域に密着したきめ細かな活動の振興及び支援を図るため、NPO 等に

対して資金助成を行うことは、ますます重要となっております。  

当機構としては、こうした増大かつ多様化するニーズに対応して、ますます重要となる役割を果たすべく、

福祉施設や医療施設に対するご融資や NPO 等への助成など多種多様な事業を的確に推進するとともに、以下の

ような主要な課題に着実かつ適切に対処していくことにより、市場において積極的な評価をいただけるよう努

めて参る所存であります。 

 

(1) 特殊法人改革への対応 

当機構は、国民の健康と福祉の向上に資するため、良質な福祉、介護、医療サービス等を提供する国の施策

と表裏一体となって事業を推進していくという重要な役割を担っております。 

平成 13 年 12 月 19 日に、今後の特殊法人改革を方向付けるものとして、「特殊法人等整理合理化計画」が策

定され、平成 14 年 12 月 13 日には「独立行政法人福祉医療機構法」が施行され、平成 15 年 10 月から「独立

行政法人福祉医療機構」が発足しました。独立行政法人制度の下で、組織の使命を全うするため、中期計画に

基づき一層の業務の効率化やサービスの向上に努めて参ります。 

 

(2) 財政投融資制度改革への対応 

財政投融資制度改革において、「特殊法人等については、財投機関債の公募発行により市場の評価にさらさ

れることを通じ、運営効率化へのインセンティブが高まる。このため、特殊法人等は、まず、その資金を原則

として自己調達することを検討し、各機関は財投機関債の発行に向けた最大限の努力を行う。」という骨子が

示されております。こうした改革の趣旨を踏まえ、当機構では、平成 13 年度より財投機関債の発行を開始し

ております。 

 

（3）独立行政法人の見直しへの対応 

① 当機構の組織・業務の見直しについては、平成 18 年 12 月 7 日に『「独立行政法人福祉医療機構の主要な事

務及び事業の改廃に関する勧告の方向性」における指摘事項を踏まえた見直し案』が厚生労働省により作成

されており、当該見直し案は、「中期目標期間終了時の組織・業務の見直しの結論を平成 18 年度中に得る独

立行政法人等の見直しについて」により平成 18 年 12 月 24 日に政府・行政改革推進本部にて了解・決定さ

れております。詳細につきましては、本説明書 38～39 ページの「発行者情報の部 第１発行者の概況 3.

事業の内容 (12)独立行政法人の見直し①」をご参照ください。 

② 平成 19 年 6月 19 日に閣議決定された「経済財政改革の基本方針 2007」において、独立行政法人等の改革

を行うため「独立行政法人整理合理化計画」を作成することとされており、当機構の整理合理化計画に関し

ても、平成 19 年 8 月末に厚生労働省から行政改革推進本部へ提出されております。詳細につきましては、

本説明書 40 ページの「発行者情報の部 第１発行者の概況 3.事業の内容 (12)独立行政法人の見直し②」

をご参照ください。 
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③ 当機構の「長寿・子育て・障害者基金」は、平成 21 年 11 月に実施された行政刷新会議の事業仕分けにお

いて「基金の全額を国庫に返納し、必要な事業については毎年度予算措置すること」との評価結果を受けま

した。この結果を踏まえ、基金を国庫に返納（長寿・子育て・障害者基金勘定を廃止）し、新たに「社会福

祉振興助成費補助金」が創設されることとなりました（平成 22 年 11 月 27 日に一般勘定に統合）。これを受

け、平成 20 年 2月に定められた当機構の中期目標（第 2期）及び中期計画（第 2期）は、平成 22 年 3月に

変更されております。変更後の中期目標（第 2期）及び中期計画（第 2期）の内容は「発行者情報の部 第

６発行者の参考情報 1.独立行政法人福祉医療機構中期目標（第 2期）（全文）」及び「同 2.独立行政法人福

祉医療機構中期計画（第 2期）（全文）」をご参照ください。 

④ 平成 22 年 12 月 7 日に閣議決定された「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」において示され

た講ずべき措置の具体的内容を踏まえ、利用者サービスの更なる向上のための取組目標を明示するため、平

成 20 年 2月に定められた当機構の中期目標（第 2期）及び中期計画（第 2期）は、平成 23 年 3 月に変更さ

れております。変更後の中期目標（第 2期）及び中期計画（第 2期）の内容は「発行者情報の部 第６発行

者の参考情報 1.独立行政法人福祉医療機構中期目標（第 2期）（全文）」及び「同 2.独立行政法人福祉医療

機構中期計画（第 2期）（全文）」をご参照ください。 

  さらに、講ずべき措置に対する各府省及び独立行政法人の取組状況の確認として、フォローアップが実施

され、平成 23 年 9 月 15 日に行政刷新会議において結果報告がなされ、「独立行政法人の事務・事業の見直

しの基本方針」フォローアップ結果として公表されています。 

なお、フォローアップ結果につきましては、本説明書 45 ページの「発行者情報の部 第１発行者の概況 3.

事業の内容 (12)独立行政法人の見直し④」をご参照ください。 

 

（4）効率的かつ効果的な業務運営体制の整備 

国の政策や福祉医療に係る事業経営環境が変化する中で、福祉医療に係る事業の健全な発展を総合的に支援

するため、組織編成、人員配置、人事評価制度、職員研修等の業務運営体制について、継続的に見直しを行っ

ていくとともに、多岐にわたる事業を実施している機構の特長や専門性を活かしつつ、業務間の連携を強化す

ることにより、業務の効率的な運営を図って参ります。 

 

（5）業務管理（リスク管理）の充実 

内部監査、顧客満足度調査、各種データ分析などに基づく是正・予防処置活動により、業務改善の推進及び

事務リスクの抑制を図るとともに、業務改善活動の活性化を図り、業務管理手法の改善等を進め業務管理の充

実を図って参ります。 

福祉医療貸付事業については、ALM システムなどを活用して、金利リスクの抑制に努めるほか、併せて、個

人情報の保護に関する法律に基づき情報セキュリティー対策の充実を図って参ります。 

 

（6）業務・システムの効率化と情報化の推進 

平成 19 年度に策定した福祉医療貸付事業等の業務・システムの最適化計画に基づき、業務の見直し並びに

システム構成及び調達方法の見直しを行うことにより、システムコスト削減、システム調達における透明性の

確保及び業務運営の合理化を行い、経費の節減等を図っていくとともに、情報化統括責任者（CIO）及び情報

化統括責任者（CIO）補佐官を中心に、情報化推進体制の強化を図って参ります。 

 

（7）東日本大震災の被災者に対する迅速な対応 

被災した医療施設、社会福祉施設等の復旧を支援するため一定期間無利子や融資率を 100％とする等の優遇

措置を講じるとともに、旧債務に係る積極的な条件変更（償還期間の延長、金利の見直し等）、災害復旧のた

めの新規貸付条件の更なる緩和（償還期間を最大 39 年・据置期間を最大 5年の延長、無担保貸付額の拡充等）、

災害からの復興のための貸付条件の緩和措置（金利の引下げや融資率の拡大等）を講じており、そのための補

正予算の対応として、第 1次補正予算では貸付事業枠として 1,700 億円の財政融資資金を確保し、融資条件の

優遇として出資金 100 億円の追加、第 2 次補正予算では、二重ローン問題への対応として出資金 40 億円の追

加、さらに第 3次補正予算では、医療施設耐震化等への対応として出資金 2億円が追加される予定です。なお、

第 3次補正予算の記載に関する留意点については、本説明書 10 ページをご参照ください。 

 

当機構では、適切な業務運営に努めるため、こうした見直しや経費の節減を含めた業務運営の効率化を踏

まえた第 2期中期計画を策定するとともに、着実な実施に努めて参ります。 
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３．事業等のリスク 

(1) 国等の政策及び関与に伴うリスク 

当機構は、国のプラン・指針等に即して地方公共団体が策定する整備計画等に基づく社会福祉施設等の

計画的整備、質の高い効率的な医療を提供するための医療制度改革に即した医療提供体制の構築及び年金

受給者の自立支援等、国の福祉政策及び医療政策と連携を図り、社会福祉の増進や医療の普及の向上等、

政策目的の実現のため、政府と一体となって事業を推進しております。従ってこれらの国等の政策及び関

与に伴い事業等に影響を受けることがあります。 

      

(2) 国等の政策評価等に伴うリスク 

当機構は、通則法第 32 条から第 35 条等により、各事業年度における業務の実績について主務省庁によ

る評価委員会及び総務省組織令に基づく審議会の評価を受けなければならないとされております。また、

厚生労働大臣は、当機構の中期目標の終了時において評価委員会の意見を聴いたうえで、当機構の業務を

継続させる必要性、組織の在り方その他その組織及び業務の全般にわたる検討を行い、その結果に基づき、

所要の措置を講ずるものとされております。 

 

(3) 当機構における貸付事業について 

① 金利リスク等について 

当機構における貸付事業は、調達期間と貸付期間が一致していないものがあること、また金利スワップ等の

リスクヘッジを行っていないことから、金利リスクが発生しております。これらの金利リスクは、当機構が負

っております。 

また、当機構の一般勘定の貸付金は長期かつ低利であることから、金利低下局面において繰上償還が生じる

リスクがありますが、事業団から承継された平成 10 年 3月以前の貸付原資である財政融資資金借入金は繰上

償還が認められていないことから、再運用リスクがあり、当該リスクは当機構が負っております。しかし、こ

れら貸付事業において生じる損失については、予算措置により受け入れる利子補給金により補てんされており

ます。 

なお、当該勘定が事業団から承継される以前の平成 10 年 10 月 1 日以降の貸付けから、任意の繰上償還に際

して所定の弁済補償金を徴収する弁済補償金制度を導入することで、当該リスクの軽減を図っております。 

（参考：平成 22 年度における繰上償還額／22 期首貸付金残高は、福祉貸付 1.02%、医療貸付 3.59%） 

このように、金利動向により当機構の貸付事業が一定の影響を受ける可能性がありますが、マチュリティラ

ダー法、デュレーション等の金利リスク測定を活用し、ALM システムの構築などリスク管理体制の充実に努め

ることとしております。 
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平成 22 年度末 貸付事業（一般勘定）のマチュリティーラダーグラフ 
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＜平成 22 年度 一般勘定における貸付事業の運用サイドと調達サイド各要素＞ 

運用サイド（貸付金） 調達サイド（借入金・債券） 

  ○貸付金残高    ●借入金等残高  

福祉貸付 14,014 億円 財政融資資金借入金 28,274 億円

医療貸付 17,320 億円 民間借入金 38 億円

  計 31,334 億円 債券（財投機関債） 1,940 億円

  貸付受入金相当分 1,044 億円

       計                31,297 億円

 （貸付金償還方法）  （財政融資資金借入金償還方法） 

福祉貸付   元金均等年 2回償還（利息も同じ） 

・元金均等年賦償還（利息年 2回）  （民間借入金償還方法） 

（注）一部は医療貸付と同じ   元金均等年 2回償還（利息も同じ） 

医療貸付  （債券償還方法） 

・元金均等 3か月賦償還（利息も同じ）  満期一括償還（利息年 2回） 

  ○貸付平均利回り   ●借入金等平均利回り 

福祉貸付 1.78％ 財政融資資金借入金 1.90％

医療貸付 1.81％ 民間借入金        0.96％

  債券（財投機関債）    1.85％

   計 1.80％       計 1.89％

  ○貸付平均残余年数   ●借入金等平均残余年数  

福祉貸付 13.75 年 財政融資資金借入金 12.71 年

医療貸付 14.00 年 民間借入金 5.98 年

計 13.83 年 債券（財投機関債） 7.10 年

       計 12.35 年

  ○当初平均貸付期間   ●当初平均借入等期間 

福祉貸付 21.00 年 財政融資資金借入金 14.05 年

医療貸付 18.92 年 民間借入金 －

計 20.08 年 債券（財投機関債） 10.01 年

       計 13.51 年

  ○デュレーション                        ●デュレーション 

7.18 6.63

② 貸倒リスクについて 

（ア）一般勘定 

一般勘定における貸付金は、貸付先である社会福祉及び医療の関連事業者等が経営困難に陥った場合、

将来的に貸倒損失によって処理される可能性があるため事業収支を悪化させるリスクがありますが、当機

構は適切な債権管理に努めるとともに貸付先の経営診断・指導を行うことにより延滞債権の回収とその発

生額の減少に努めております。 

（イ）年金担保貸付勘定 

年金担保貸付事業においては、貸付金の回収にあたり年金支給機関からの年金支給時に直接回収を行っ

ております。当該貸付は、債務者の死亡や年金受給の失権等により貸倒リスクが発生する可能性がありま

すが、借入希望者の多くが利用する財団法人年金融資福祉サービス協会※による信用保証制度によってそ

の貸倒リスクは軽減されております。なお、当該貸付事業においても一般勘定における貸付事業と同様に

リスク管理債権の発生減少に努めていくこととしております。 

（ウ）労災年金担保貸付勘定 

労災年金担保貸付事業は、平成 16 年 4月 1日に労働福祉事業団の解散に伴い当機構へ業務移管された

ものであります。 

労災年金担保貸付事業においても、貸付金の回収にあたり厚生労働省からの年金支給時に直接回収を行

っております。当該貸付は、債務者の死亡や年金受給の失権等により貸倒リスクが発生する可能性があり

ますが、平成 16 年度から年金担保貸付事業同様、財団法人年金融資福祉サービス協会による信用保証制

度によってその貸倒リスクは軽減されております。なお、当該貸付事業においても年金担保貸付事業と同

様にリスク管理債権の発生減少に努めていくこととしております。 

※ 財団法人年金融資福祉サービス協会 

年金担保貸付における信用保証制度で、厚生年金保険等の年金受給者が年金担保小口資金を借り

受けるときに、個人の連帯保証人に代わり、協会が連帯保証人を引き受ける事業を行っておりま

す。なお、平成 22 年度における貸付利用者のうち 99.9%（年金担保貸付 99.9％、労災年金担保貸

付 99.9％）が当制度を利用しております。 
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＜貸付事業における債権分類について＞ 

一般勘定においては、平成 10 年度から従来の延滞債権額に加え、民間金融機関の基準に準じて、破綻先債権額、

3箇月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額を開示しております。 

また、年金担保貸付勘定においては、業務を開始した平成 13 年度から開示しております。 

 

（一般勘定）                                       （単位：百万円） 

区       分  平成 21 年度 平成 22 年度 

破綻先債権額  (A) 6,607 4,555

  うち 6箇月以上延滞債権額  (B) 5,470 4,536

延滞債権額  (C) 25,808 27,153

3 箇月以上延滞債権額  (D) 2,800 2,801

貸出条件緩和債権額  (E) 42,960 49,011

合計＝(A)＋(C)＋(D)＋(E) (F) 78,176 83,521

総貸付残高  (G) 3,145,216 3,133,470

比率 (F)／(G)×100  2.49％ 2.67％

（参考）｛(B)＋(C)｝／(G)×100  0.99％ 1.01％

（年金担保貸付勘定）                                   （単位：百万円） 

区       分  平成 21 年度 平成 22 年度 

破綻先債権額  (A) 151 113

  うち 6箇月以上延滞債権額  (B) 113 72

延滞債権額  (C) 113 111

3 箇月以上延滞債権額  (D) 74 44

貸出条件緩和債権額  (E) 20 23

合計＝(A)＋(C)＋(D)＋(E) (F) 361 293

総貸付残高  (G) 186,282 190,363

比率 (F)／(G)×100  0.19％ 0.15％

（参考）｛(B)＋(C)｝／(G)×100  0.12％ 0.10％

（労災年金担保貸付勘定）                                （単位：百万円） 

区       分  平成 21 年度 平成 22 年度 

破綻先債権額  (A) 32 17

  うち 6箇月以上延滞債権額  (B) 23 12

延滞債権額  (C) 15 11

3 箇月以上延滞債権額  (D) 5 2

貸出条件緩和債権額  (E) 0 2

合計＝(A)＋(C)＋(D)＋(E) (F) 52 33

総貸付残高  (G) 4,952 4,805

比率 (F)／(G)×100  1.07％ 0.71％

（参考）｛(B)＋(C)｝／(G)×100  0.80％ 0.49％

（承継債権管理回収勘定）                                （単位：百万円） 

区       分  
平成 21 年度 

（内機関保証付債権額）

平成 22 年度 

（内機関保証付債権額）

破綻先債権額  (A) 11,848 (10,441) 11,240 (9,994) 

  うち 6箇月以上延滞債権額  (B) 1,635   (727) 869   (101) 

延滞債権額  (C) 15,308  (4,430) 12,335 (2,128) 

3 箇月以上延滞債権額  (D) 11,535 (10,823) 10,693 (10,169)

貸出条件緩和債権額  (E) 55,712 (44,141) 61,826 (44,808)

合計＝(A)＋(C)＋(D)＋(E) (F) 94,405 (69,835) 96,096 (67,102)

総貸付残高  (G) 2,051,559         1,736,804         

比率 (F)／(G)×100 4.60％ 5.53％

【機関保証付債権を除いた比率】 1.20％ 1.67％

（参考）｛(B)＋(C)｝／(G)×100 0.83％ 0.76％

【機関保証付債権を除いた比率】 0.57％ 0.63％
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注１）区分の定義は、以下のとおりです。 

（A）破綻先債権額 会社更生開始、再生手続開始、破産、清算等の法的手続きがとられている債務者

や手形交換所で取引停止処分を受けた債務者に対する貸付残高をいいます。 

（B）うち 6箇月以上延滞債権額 破綻先債権額（A）のうち、弁済期限 6 箇月以上経過して延滞となっている貸付

残高をいいます。 

（C）延滞債権額 弁済期限を 6 箇月以上経過して延滞となっている貸付残高で破綻先債権額（A）

に該当しないものをいいます。 

（D）3箇月以上延滞債権額 弁済期限を 3箇月以上 6箇月未満経過して延滞となっている貸付残高で、破綻先

債権額（A）に該当しないものをいいます。 

（E）貸出条件緩和債権額 経済的困難に陥った債務者の経営再建または支援を図り、当該債権の回収を促進

することなどを目的に、債務者に有利な一定の譲歩（元本の返済猶予、一部債権

放棄など）を行った貸付残高で、破綻先債権額（A）、延滞債権額（C）及び 3 箇

月以上延滞債権額（D）に該当しないものをいいます。 

 

注２）一般勘定における総貸付残高(G)には、以下の貸付受入金が含まれております。 

・平成 21 年度貸付受入金  47,070 百万円 

・平成 22 年度貸付受入金  104,432 百万円 

注３)承継債権管理回収勘定における総貸付残高（G）には、以下の仮受金が含まれております。 

・平成 21 年度仮受金                                1,211 百万円 

・平成 22 年度仮受金                1,244 百万円 

注４） 金額の百万円未満は、切捨て表示しております。 
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＜貸出金の自己査定について＞ 

当機構における平成 22 年度末における貸出金の資産内容につきましては次のとおりであります。 

 

（一般勘定）                                    （単位：件、百万円） 

区 分 債務者区分 貸付先数 貸付金残高 

一般債権 

正常先 14,366 2,887,643

要注意先 208 108,657

要管理先以外 128 56,387

要管理先 80 52,270

計 14,574 2,996,301

貸倒懸念債権 破綻懸念先 71 26,542

破産更生債権等 
実質破綻先 17 1,638

破綻先 28 4,555

計 45 6,194

合    計 14,690 3,029,037

 

(年金担保貸付勘定)                                  (単位：件、百万円)  

区 分 債務者区分 貸付先数 貸付金残高 

一般債権 

正常先 357,563 190,249

要注意先 11 6

要管理先以外 9 3

要管理先 2 2

計 357,574 190,255

貸倒懸念債権 破綻懸念先 1 0

破産更生債権等 
実質破綻先 16 8

破綻先 98 98

計 114 107

合    計 357,689 190,363

 

(労災年金担保貸付勘定)                                (単位：件、百万円)  

区 分 債務者区分 貸付先数 貸付金残高 

一般債権 

正常先 6,016 4,784

要注意先 6 4

要管理先以外 4 3

要管理先 2 1

計 6,022 4,789

貸倒懸念債権 破綻懸念先 1 1

破産更生債権等 
実質破綻先 9 13

破綻先 2 0

計 11 14

合    計 6,034 4,805

 

(承継債権管理回収勘定)                                (単位：件、百万円)  

区 分 債務者区分 貸付先数 貸付金残高 

一般債権 

正常先 267,485 1,303,762

要注意先 104,870 409,480

要管理先以外 18,626 62,311

要管理先 86,244 347,169

計 372,355 1,713,243

貸倒懸念債権 破綻懸念先 570 3,051

破産更生債権等 
実質破綻先 1,455 8,301

破綻先 2,250 10,963

計 3,705 19,264

合    計 376,630 1,735,559
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 注１）債務者区分は以下のとおりです。 

・正常先 ：業況が良好であり、かつ、財務内容にも特段の問題がない債務者をいう。 

・要注意先 

 

：金利減免・棚上げを行っているなど貸出条件に問題のある債務者、元本返済、もしくは利息

支払いが事実上延滞しているなど履行状況に問題がある債務者のほか、業況が低調ないし不

安定な債務者または財務内容に問題があるなど今後の管理に注意を要する債務者をいう。 

・要管理先以外 ：要注意先のうち要管理先以外の債務者をいう。 

・要管理先 ：当該債務の債権の全部又は一部が「3 箇月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」である

債務者をいう。 

・破綻懸念先 ：現状、経営破綻の状況にはないが、経営難の状態にあり、経営改善計画等の進捗状況が芳し

くなく、今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者をいう。 

・実質破綻先 ：法的・形式的な経営破綻の事実は発生していないものの、深刻な経営難の状態にあり、再建

の見通しがない状況にあると認められる等実質的に経営破綻に陥っている債務者をいう。 

・破綻先 ：法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（破産、清算、会社整理、会社更生、

民事再生、手形交換所の取引停止処分等の事由により経営破綻に陥っている先）及び債務者

が死亡した場合をいう。 

注２）一般勘定における貸付金残高は、貸付受入金残高 104,432 百万円を控除したものです。 

注３）承継債権管理回収勘定における貸付先数は、貸付件数を計上しています。 

注４）承継債権管理回収勘定における貸付金残高は、仮受金残高 1,244 百万円を控除したものです。 

注５）金額の百万円未満は、切捨て表示しています。 
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(4) 承継年金住宅融資等債権管理回収業務について 

承継年金住宅融資等債権管理回収業務は、機構法附則第 5 条の 2 の規定により、年金資金運用基金が行

っていた年金住宅融資等債権の管理・回収業務を、当機構が平成 18 年 4月 1日に承継したものです。 

当該業務については新たな貸付けを行っておりません。また、承継した債権については、貸付先の財務

状況等の把握及び分析、担保物件及び保証機関又は保証人の保証履行能力の評価等を適時行うことにより、

適切な債権管理・回収を行って参ります。 

なお、今後、貸倒れによる損失等により繰越欠損金が発生した場合は、欠損金相当額を出資金から減額

する仕組みとなっておりますので、新たな負担が発生する等のリスクはございません。 

 

４．経営上の重要な契約等 

当機構の経営に際して重要な契約等はありません。 

 

 

５．研究開発活動 

当機構において研究開発活動は行っておりません。 
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６．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 

(1) 平成 22 年度末における財政状態について 

当機構における法人全体の資産は、約 5 兆 4,383 億円となっています。これを各勘定別に見ますと、   

一般勘定の約 3兆 436 億円が全体の 55.96％を、また、承継債権管理回収勘定の約 2兆 1,158 億円が 38.90％

を占めております。 

その資産の主なものは、固定資産である長期貸付金であり、一般勘定においては約 2 兆 7,820 億円を、

また、承継債権管理回収勘定で約 1 兆 6,213 億円を計上しており、資産全体の 51.15％、29.81％をそれぞ

れ占めております。 

一方、負債については一般勘定の約 3兆 369 億円が全体の 91.40％を占めています。  

＜各勘定別の財政状態＞                                （単位：百万円） 

 
一般勘定 

長寿・子育て
・障害者基金

勘定 
共済勘定 保険勘定

年金担保
貸付勘定

労災年金
担保貸付
勘定 

承継債権 
管理回収 
勘定 

承継教育 

資金貸付け 

あっせん勘定 
法人単位

資産の部 3,043,664 － 20,627 61,232 191,036 5,949 2,115,820 － 5,438,330

 負債の部 3,036,981 － 20,627 72,330 190,758 71 1,895 － 3,322,664

 純資産の部 6,683 － － △11,098 277 5,878 2,113,925 － 2,115,666

負債純資産合計 3,043,664 － 20,627 61,232 191,036 5,949 2,115,820 － 5,438,330

 

(2) 平成 22 年度における経営成績について 

当機構における法人全体の経常収益は、約 2,522 億円となっています。これを各勘定別に見ますと、共

済勘定の約 871 億円が全体の 34.55％を、承継債権管理回収勘定の約 700 億円が全体の 27.75％を、一般勘

定の約 639 億円が 25.34％を占めています。 

一方、経常費用においては、法人全体で約 1,751 億円、共済勘定における約 798 億円が全体の 45.58％を、

一般勘定の約 639 億円が 36.48％を占めています。 

さらに法人単位全体の当期利益は約 650 億円となっており、主な要因として承継債権管理回収勘定で約

668 億円の当期利益を計上しているものの、一般勘定において約 24 億円、保険勘定において約 14 億円の当

期損失が発生したことによるものです。  

なお、当機構では機構法第 15 条及び機構法附則第 5条の 2第 5項に基づき区分経理することとなってお

りますので、各勘定別の詳細につきましては、本説明書 48～50 ページの「発行者情報の部 第 2 事業の状

況 1.業績等の概要」をご参照下さい。 

＜各勘定別の経営成績＞                                （単位：百万円） 

 一般勘定
長寿・子育て
・障害者基金

勘定 
共済勘定 保険勘定

年金担保
貸付勘定

労災年金
担保貸付
勘定 

承継債権 
管理回収 
勘定 

承継教育 

資金貸付け 

あっせん勘定 
法人単位

経常収益 63,932 5,461 87,166 22,061 3,601 41 70,015 － 252,280

経常費用 63,910 3,128 79,863 21,202 3,795 41 3,247 － 175,191

経常利益又は損失 21 2,332 7,303 859 △194 △0 66,767 － 77,089

臨時損失 2,480 15 10,684 2,322 － － － － 15,503

臨時利益 － － 3,381 － － 1 60 － 3,443

前中期目標期間繰越積

立金取崩額 
2 8 － － 26 0 － － 37

当期利益又は損失 △2,456 2,325 － △1,463 △167 2 66,827 － 65,068
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(3) 平成 22 年度キャッシュ・フロー計算書について 
当機構における法人全体の業務活動によるキャッシュ･フローは約 318 億円の収入、投資活動によるキャ

ッシュ・フローは 3,023 億円の収入、財務活動によるキャッシュ･フローは約 3,522 億円の支出となってい

ます。その結果、資金減少額が約 179 億円となり、資金期末残高は約 106 億円となっています。 

                                 （単位：百万円） 

 一般勘定
長寿・子育て
・障害者基金

勘定 
共済勘定 保険勘定

年金担保
貸付勘定

労災年金
担保貸付
勘定 

承継債権 
管理回収 
勘定 

承継教育 

資金貸付け 

あっせん勘定 
調整 法人単位

Ⅰ 業 務 活 動 に 

よるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 
69,031 2,955 7,857 707 △4,328 135 △44,476 － － 31,883

Ⅱ 投 資 活 動 に 

よるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 
△4,515 287,453 △20,197 △692 △0 △999 41,291 － － 302,338

Ⅲ 財 務 活 動 に 

よるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 
△355,781 △2 △2 △0 3,574 △0 △3 － － △352,216

Ⅳ 資 金 増 加 額 

又は減少額 
△291,266 290,406 △12,341 14 △754 △864 △3,188 － － △17,994

Ⅴ 資金期首残高 5,223 4,091 12,736 50 1,009 1,007 4,493 － － 28,613

Ⅵ 勘定統合に伴

う資金増加額 
294,497 － － － － － － － △294,497 -

Ⅶ 資金期末残高 8,455 294,497 395 64 255 143 1,305 － △294,497 10,619

 
(4) 平成 22 年度行政サービス実施コスト計算書について 

行政サービス実施コスト計算書は、独立行政法人の財務状況及び国民負担を統一的な尺度で明らかにす

るため、企業会計原則に準拠した独立行政法人会計基準に基づく財務諸表の一つとして作成しております。 

行政サービス実施コストでは、国民の将来の負担や内在的な損失等を明確にするため将来生じ得るリス

クについても民間企業と同様の評価を行い、また、通常コストとして認識されない政府出資金等に係わる機

会費用についてもコストとして認識しております。 

                    (単位：百万円) 

科  目 一般勘定 
長寿・子育て
・障害者基金
勘定 

共済勘定 保険勘定
年金担保
貸付勘定

労災年金
担保貸付
勘定 

承継債権 
管理回収 
勘定 

承継教育 

資金貸付け 

あっせん勘定

法人単位

Ⅰ 業務費用 11,253 589 38,099 △753 196 △1 △66,774 － △17,389

Ⅱ 損益外減価償却相当額 38 － － － 1 － － － 40

Ⅲ 損益外除売却差額相当額 14 △10,939 － － － － － － △10,924

Ⅳ 引当外賞与見積額 14 － △2 △0 － － － － 11

Ⅴ 引当外退職給付増加  

見積額 
217 － △9 23 0 0 1 － 233

Ⅵ 機会費用 54 1,748 － － － 73 27,875 － 29,751

Ⅶ（控除）法人税等及び国庫

納付額 
△2,480 － － － － － － － △2,480

Ⅷ 行政サービス実施コスト 9,112 △8,600 38,087 △729 199 71 △38,898 － △757

 

(5) 平成 23 年度財政投融資対象事業に関する政策コスト分析について 

平成 23 年度政策コスト分析結果は下記のとおりであります。 

なお、政策コスト分析では、平成 23 年度財政投融資対象事業である一般勘定（福祉医療貸付事業）につ

いての分析がなされています。分析は、平成 24 年度以降は新規事業を行わない、将来にわたる補助金等の

総額を現在の価値として評価する（割引現在価値額）、出資金等の機会費用をコストとして計上する等、一

定の前提のもとに行われています。 

区   分 政策コスト 分 析 期 間 

一般勘定（福祉医療貸付事業） 147 億円 32 年間 

 なお、当該分析の詳細は財務省ホームページ

(http://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_filp/report/zaitoa230727/18.pdf) 

で公表されています。 
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(6) 独立行政法人評価委員会における業績評価について 

当機構は、通則法第 32 条に基づき、各事業年度における業務の実績について、評価委員会の業績評価を受

けています。以下は、当機構の平成 22 年度の業務実績の評価結果（平成 23 年 8月 22 日付）を当機構が抜粋

したものです。 

 

○平成 22 年度業務実績全般の評価 

 

福祉医療機構は、福祉医療貸付事業をはじめとして、福祉医療経営指導事業、社会福祉振興助成事業、

退職手当共済事業、心身障害者扶養保険事業、福祉保健医療情報サービス事業（ＷＡＭＮＥＴ事業）、年

金担保貸付事業、労災年金担保貸付事業及び承継年金住宅融資等債権管理回収業務といった国の福祉・医

療政策等に密接に連携した多様な事業を公正かつ効率的に運営していかなければならない。  

こうした中で、効率的かつ効果的な業務運営体制の整備を図るため、理事長が主宰するトップマネジメ

ント機能を補佐する経営企画会議を毎月開催し、重要事項に対して迅速かつ的確な経営判断を行ってい

る。また、当該会議において、理事長所感（理事長の経営姿勢及び考え方等）を役員及び幹部職員に対し

て指示するとともに、組織内のイントラネットを通じて、全職員に配信するなど、理事長の意向が組織運

営に反映される統制環境の整備を推進している。 

また、業務の実態を踏まえ、継続的に業務運営体制を見直すとともに、平成 23 年４月の組織改正にお

いては、より一層の効率的かつ効果的な業務運営体制の整備として、管理部門の統合・再編等により、管

理職ポストを大幅に削減するとともに、管理部門から現業部門に人員を充当することにより、利用者サー

ビスの強化及び事務処理の効率化を図ることを決定している。 

さらに、平成 23 年３月に発生した東日本大震災の被災者に対し、専用回線（フリーダイヤル）による

土日・祝日対応の特別相談窓口を設置するとともに、貸付限度額、融資率及び償還期間の優遇措置を講じ

た災害復旧貸付を実施するなど、円滑、迅速かつきめ細かな対応を図っており、独立行政法人としてある

べき姿を示していると評価する。 

また、業務管理の充実を図るため、第１期中期目標期間において構築したＩＳＯ9001 に基づく品質マネ

ジメントシステム（以下「ＱＭＳ」という。）に基づき、定期的に業務の進捗状況及びプロセスの監視（モ

ニタリング）を行うことにより、効果的かつ効率的な業務運営の実施を図るとともに、その運用を通じ、

業務上の課題、顧客からのニーズ等に効果的に対応するための是正・予防処置活動の充実及び内部監査に

よる業務リスク等の抽出・管理を行うことにより、継続的な業務改善活動を推進している。 

抽出されたリスクあるいはその他のリスクについては、平成 21 年度中に策定した「リスク対応計画」

に基づき適切に対応している。さらに、平成 23 年３月に発生した東日本大震災においては、同年２月に

策定した「事業継続計画」（ＢＣＰ）に基づき、理事長の指示のもと、速やかに緊急対策業務を実施して

いる。  

また、内部統制の整備に関する取組みとして、法令等の遵守に関する規程の制定、コンプライアンス委

員会の設置、職員意見箱の設置及び内部通報制度の策定など、理事長を中心としたガバナンス体制の更な

る強化を図っていることが認められる。  

各事業における業務実績を見ると、福祉貸付事業については、政策融資の果たすべき役割を踏まえ、介

護基盤の緊急整備、保育所等の整備など、増大する利用者ニーズに迅速かつ的確に対応し、国の目指す福

祉、介護サービスを安定的かつ効果的に提供する施設の整備を支援している。  

また、医療貸付事業についても、福祉貸付事業と同様に、政策融資の果たすべき役割を踏まえ、病院の

耐震化整備、経済情勢の急激な悪化等により一時的に資金不足が生じている医療機関に対する経営安定化

資金、出産育児一時金等の直接支払制度の実施に伴い一時的な資金不足となる産科医療機関等に対する経

営安定化資金など、増大する利用者ニーズに迅速かつ的確に対応し、国の目指す医療サービスを安定的か

つ効果的に提供する施設の整備・運営を支援している。  

さらに、退職手当共済事業については、退職手当金支給に係る平均処理期間を前年度に引き続き維持（中

期計画の目標値を大きく短縮）し、利用者サービスの向上を図っている。また、平成 19 年度から運用を

開始した電子届出システムについては、利用者アンケートに寄せられた意見を踏まえ、システムの改善を

行い更なる操作性の向上に努めた結果、89％の共済契約者から事務負担が軽減されたとの回答を得ること

ができている。  

これらを踏まえると、平成 22 年度の業務実績については、全体としては適正に業務を実施したと評価

できる。今後も、多岐にわたる業務内容について積極的な周知に努めるとともに、これまでの成果を踏ま

えつつ、時代の要請に的確に対応した業務展開を期待する。 
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また、当機構は、通則法第 34 条に基づき、中期目標の期間における業務の実績について、評価委員会の評

価を受けています。以下は、当機構の第 1期中期目標期間の業務実績の最終評価結果（平成 20 年 8月 27 日

付）を当機構が抜粋したものです。 

 

 

○中期目標期間の業務実績全般の評価 

 

当委員会においては、福祉医療機構が独立行政法人として発足して以来、業務により得られた成果が、

「社会福祉事業施設及び病院、診療所等の設置等に必要な資金の融通並びにこれらの施設に関する経営指

導、社会福祉事業に関する必要な助成、社会福祉施設職員等退職手当共済制度の運営、心身障害者扶養保

険事業等を行い、もって福祉の増進並びに医療の普及及び向上を図ること」及び「厚生年金保険制度、船

員保険制度、国民年金制度及び労働者災害補償保険制度に基づき支給される年金たる給付の受給権を担保

として小口の資金の貸付けを行うこと」という福祉医療機構の設立目的に照らし、どの程度寄与するもの

であったか、効率性、有効性等の観点から、適正に業務を実施したか等の視点に立って評価を行ってきた

ところであるが、中期目標期間全般については、次のとおり、概ね適正に業務を実施してきたと評価でき

る。 

業務運営の効率化に関しては、ＩＳＯ９００１に基づく品質マネジメントシステム（以下「ＱＭＳ」と

いう。）の認証取得及びその運用、人事評価制度の導入及び運用の改善、トップマネジメントを補佐する

経営企画会議の運営、業務推進体制の整備と組織のスリム化等の処置がとられ、効率的な業務運営体制の

確立がなされたことを高く評価する。 

また、リスク管理債権については、中期目標期間における各年度において、唯一最終年度の平成２０年

３月末で中期目標の２．０％を若干上回る２．０２％となったところであるが、度重なる診療報酬や介護

報酬の引下げの影響等により、医療・介護施設をとりまく経営環境が年々厳しくなってきたことを考慮す

ると、他の金融機関と比べても低く、適切な債権管理が行われていると認められる。さらに、一般管理費

等の経費削減については、毎年度経費を計画的に節減し、中期目標を上回る削減を実施しており評価する。

福祉医療貸付事業については、国の福祉及び医療の政策目標に沿って、民間の社会福祉施設、医療施設

等の整備に対する融資が行われているとともに、審査業務及び資金交付業務の迅速化が進められる等、業

務の効率化が図られ、計画に照らし十分な成果を上げている。また、年金担保貸付事業及び労災年金担保

貸付事業においては、利用者の利便性に配慮するとともに、年金受給者にとって無理のない返済となるよ

う考慮し、定額償還方式を導入したことは、特段の評価に値する。 

さらに、心身障害者扶養保険事業については、繰越欠損金の解消に向けて、国において検討が進められ

た結果、平成２０年４月から制度改正が実施されることとなった。この制度改正により、繰越欠損金が解

消される見通しとなり、制度の安定化を図ることができたところである。なお、当該制度改正の内容につ

いて、道府県・指定都市に対する周知等を適切かつ積極的に実施していることが認められ、評価する。 

 

  

 

なお、各評価結果の具体的評価内容等の全文につきましては、当機構ホームページ又は、厚生労働省 

ホームページに掲載されています。 

○当機構ホームページ 

（http://hp.wam.go.jp/koukai/jisseki/tabid/118/Default.aspx） 

○厚生労働省ホームページ 

平成 22 年度の業務実績の評価結果について 

（http://www.mhlw.go.jp/wp/seisaku/dokuritu/dokuritsu-iin/iryo10.html） 

中期目標期間の業務実績の最終評価結果について 

（http://www.mhlw.go.jp/wp/seisaku/dokuritu/dokuritsu-iin/soukai08-2.html） 
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第３ 設備の状況 

１．設備投資等の概要 

平成 22 年度は、ホストコンピュータ及びインパクトプリンタ等の賃貸借など合計で 63 百万円の契約を行っ

ております。 

 
 

２．主要な設備の状況 

（平成 23 年 3 月 31 日現在） 

 (単位：百万円)

内  容 所 在 地 
建  物 構 築 物

車両･ 

運搬具 
備  品 土      地 合  計 

帳簿価格 帳簿価格 帳簿価格 帳簿価格 面  積 帳簿価格 帳簿価格

事務所・ 

宿舎等 

東京都 

港区他 
902 0 4 161 7,647.07 1,555 2,623

 

 

３．設備の新設・除却等の計画 

宿舎等の売却等を予定しております。 
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第４ 発行者の状況 

１．資本金残高の推移 

当機構における資本金残高の推移は、以下のとおりであります。  
                                       （単位：百万円） 

区分 平成 18 年度末 平成 19 年度末 平成 20 年度末 平成 21 年度末 平成 22 年度末 

一般勘定※1 5,534 5,534 5,534 5,534 5,249

長寿・子育て・ 
障害者基金勘定※2 278,710 278,710 278,710 278,710 －

共済勘定 － － － － －

保険勘定 － － － － －

年金担保貸付勘定 － － － － －

労災年金担保貸付勘定※3 5,831 5,831 5,831 5,831 5,831

承継債権管理回収勘定※4 3,726,475 3,284,095 2,719,386 2,395,221 2,047,097

承継教育資金貸付け 

あっせん勘定 
－ － － － －

合 計 4,016,552 3,574,171 3,009,462 2,685,297 2,058,178

 
※1  独立行政法人整理合理化計画（平成 19 年 12 月 24 日閣議決定）に基づき戸塚宿舎を不要財産として売却し、

独立行政法人通則法第 46 条の 2の規定に基づき売却代金を平成 23 年 3月 30 日に国庫納付し、同日付で政府

出資金を 285 百万円減少させております。 

なお、平成 23 年度において、東日本大震災に係る復旧支援のため、第 1 次補正予算により平成 23 年 6 月

に 100 億円及び第 2次補正予算により平成 23 年 8月に 40 億円の政府出資金を受け入れております。 

 
※2  長寿・子育て・障害者基金勘定における政府出資金については、平成 21 年 11 月に実施された行政刷新会議

の事業仕分けにおいて「基金の全額を国庫に返納し、必要な事業については、毎年度予算要求すること」と

の評価結果を受け、平成 23 年 3 月 24 日に長寿・子育て・障害者基金勘定の基金を全額国庫へ返納しており

ます。 

 
※3  労災年金担保貸付勘定における政府出資金については、独立行政法人労働者健康福祉機構法（平成 14 年法

律第 171 号）附則第 2条第 1項の規定に基づき、平成 16 年 4月 1日に承継されたものです。 
 

※4  承継債権管理回収勘定における政府出資金については、年金積立金管理運用独立行政法人法（平成 16 年法

律第 105 号）附則第 3条第 1項の規定に基づき、平成 18 年 4月 1日に承継された年金住宅融資等の貸付債権

額見合いとして出資されております。また、回収された元金等を国庫に納付することに伴い、政府出資金は

独立行政法人福祉医療機構法に基づき減額することとなっております。 

   なお、平成 22 年度においては、回収された元利金合計 426,132 百万円を国庫納付し、このうち元金見合い

分の 348,123 百万円について政府出資金を減少させております。 
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２．役員の状況（平成 23 年 12 月 1 日現在） 

役職名 
氏名 

理事の担当業務 
任 期 略   歴 

理事長 長
なが

 野
の

   洋
ひろし

 
自 平成 23 年 10 月 1 日 

至 平成 27 年 9月 30 日 

第一生命保険相互会社取締役 

日本物産株式会社代表取締役社長 

理事 杉
すぎ

 山
やま

 健太郎
けんたろう

 
総務企画部、年金貸付部 

自 平成 23 年 10 月 1 日 

至 平成 25 年 9月 30 日 
独立行政法人福祉医療機構大阪支店長 

理事 
 宮
みや

 地
ち

  薫
かおる

 
経理部、顧客業務部 

共済部 

自 平成 23 年 10 月 1 日 

至 平成 25 年 9月 30 日 

資産管理サービス信託銀行株式会社常務執行役員 

独立行政法人福祉医療機構監事 

理事 
関
せき

 山
やま

 昌
まさ

 人
ひと

  
福祉貸付部、医療貸付部 

助成事業部、大阪支店 

自 平成 23 年 10 月 1 日 

至 平成 25 年 9月 30 日 
厚生労働省東海北陸厚生局長 

監事 太
おお

 田
た

 克
かつ

 芳
よし

 
自 平成 23 年 11 月 1 日 

至 平成 25 年 10 月 31 日 
ちばぎん保証株式会社取締役業務部長 

監事 
（非常勤） 丸

まる

 田
た

 康
やす

 男
お

 
自 平成 22 年 1月 1 日 

至 平成 23 年 12 月 31 日 

プルデンシャル・インベストメント・ 

マネジメント・ジャパン株式会社内部監査部長 
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３．コーポレート・ガバナンスの状況 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な体制 

当機構は、機構法第 3 条に基づき、社会福祉事業施設及び病院、診療所等の設置等に必要な資金の融通並

びにこれらの施設に関する経営指導、社会福祉事業に関する必要な助成、社会福祉施設職員等退職手当共済

制度の運営、心身障害者扶養保険事業等を行い、もって福祉の増進並びに医療の普及及び向上を図ることと

されております。また、このほか年金制度等に基づき支給される年金たる給付の受給権を担保として小口の

資金の貸付を行うことを目的として設立された独立行政法人であります。厚生労働大臣を主務大臣とし、機

構法その他の関係法令等に基づき業務運営を行っています。 

厚生労働省には、当機構の業務実績に関する評価を行うため、独立行政法人評価委員会が設置されていま

す。 

当機構と主務官庁又は外部との関係等につきましては、本説明書 12～13 ページの「発行者情報の部 第 1

発行者の概況 3．事業の内容 （5）日本政府との関係について」をご参照ください。 

 

(2) 内部管理等の体制 

①役員による運営 
当機構は、理事長及び理事等により構成される役員会や経営企画会議において、業務運営の基本方針等に

関する審議や経営の企画及び管理に係る重要事項に関し協議を行います。 
②監事による監査 
監事は、当機構の業務及び会計に関する監査を行います。監事は監査結果報告書を理事長に通知し、監査

の結果、改善を要する事項があると認めるときは、報告書に意見を付すことができます。また、監事は、監

査の結果に基づき、必要があると認めるときは、厚生労働大臣に意見を提出することができます。 
③内部監査 
理事長は、当機構の業務運営の合理化、諸規程の実施状況等に関する事項について、職員に命じ内部監査

を行うことができます。 
 ④会計監査人による監査 

当機構は、通則法第 38 条第 2 項及び第 39 条により会計監査人により財務諸表、事業報告書（会計に関す

る部分に限る。）及び決算報告書の監査を受けており、このように監査を受けた財務諸表を作成・公表するこ

とで、当機構の会計処理に係る透明性の向上に努めています。 


